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データに基づく地域の脱炭素化の進め方
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自己紹介

千葉商科大学 基盤教育機構 准教授
一般社団法人 地域政策デザインオフィス 代表理事
自然エネルギー大学リーグ 事務局長
博士（政治学）

国会議員政策担当秘書、明治大学政治経済学部専任助手、横浜市地球温暖化対策事
業本部政策調査役、内閣府行政刷新会議事務局上席政策調査員、内閣官房国家戦略
室上席政策調査員、長野県企画振興部総合政策課・環境部環境エネルギー課企画幹、
自然エネルギー財団特任研究員等を経て、現在に至る。

国、県、市のすべてで政策企画の経験を持ち、国では行政府と立法府の両方で政策
企画に携わった。また、有識者として国や自治体で審議会委員等の経験も有する。
現在は、環境省地方公共団体実行計画策定・実施マニュアルに関する検討会委員、
長野県環境審議会地球温暖化対策専門委員会委員等を務める。

著書：『国家方針を転換する決定的十年』『政権交代が必要なのは、総理が嫌いだ
からじゃない』『信州はエネルギーシフトする』『国会質問制度の研究』『国民の
ためのエネルギー原論』（共著）『再生可能エネルギー開発・運用にかかわる法規
と実務ハンドブック』（共著）など。

千葉商科大学 MIRAI Times cuc.ac.jp/om_miraitimes/
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本日の説明内容

１ 北海道ニセコ町のCO2排出状況

２ ニセコ町の気候変動政策

３ 政策形成におけるデータとPDCA

１

2

3
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北海道ニセコ町のCO2排出状況（2019年度）

地域E-CO2ライブラリー 4/16
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産業部門の増減要因

製造業でない産業部門への対応が重要

地域E-CO2ライブラリー 5/16
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業務部門の増減要因

産業部門と合わせて、観光産業のエネルギー効率向上が課題と分析できる。

地域E-CO2ライブラリー 6/16
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家庭部門の増減要因

人口増加に伴うエネルギー消費の増加が課題となっている。

地域E-CO2ライブラリー 7/16
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運輸部門の増減要因

自動車に過度な依存をする地域構造が、観光客と住民の増加に比例して、運輸部門のCO2を増加させている。

地域E-CO2ライブラリー 8/16



地域政策デザインオフィス

Local Policy Design Office

© 2022 Local Policy Design Office

ニセコ町の気候変動政策

ニセコ町第2次環境モデル都市アクションプラン 9/16
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紹介する気候変動政策のプロジェクト

ニセコ町第2次環境モデル都市アクションプラン 10/16
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①高断熱・高気密の新庁舎（2021年度５月竣工）

国内最高レベルの超高断熱（平均熱貫流
率0.18）の役場庁舎。

同町の「第二次環境モデル都市アクショ
ンプラン」に基づき、基本設計を見直し
て、大幅にエネルギー性能を強化した。

地域エネルギー会社をつくり、LPG（将
来は再エネ化）でエネルギーを供給。

災害時には、当面のエネルギーを自給で
きる。

建設費を抑制するため、太陽光パネルは
付けず、住民主体で後から設置できる設
計にしている。

ニセコ町ホームページ 11/16

持続可能なまちづくりの第一歩は、老朽化した公共施設の立地・ゼロエネルギー化から。
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②SDGs街区（ニセコミライ）

株式会社ニセコまちホームページ 12/16

高断熱・高気密の住宅を街の中心部まで歩ける場所に整備中。
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③株式会社ニセコまち

株式会社ニセコまちホームページ 13/16

⚫ SDGs街区（ニセコミライ）の開発

⚫ 高性能集合住宅のプロデュース（設計、施工、
監理、研修）

⚫ 建物の省エネ診断（エネルギー診断）

⚫ 地域エネルギーの利活用（エネルギー事業）

⚫ 地域コミュニティ活動（明日をつくる教室）
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政策形成におけるデータとPDCA

問題の発見

問題の検討・意味合い抽出

アジェンダ化

解決策の検討

解決策の確定

オーソライズ

執行準備

執行

効果検証

改善・廃止

日常業務での気づき

きっかけ（申出・事故・報道）
現場情報（当事者・データ）

分析情報（有識者・研究）
問題の整理と課内共有

問題設定は的確か？
他の問題より優先するか？ 国内外の先行事例を探す

論理的思考と議論で仮説化費用対効果はどうか？
効果測定できる手法か？

試行プロセスもありうる 関係部局・関係者との合意
問題認識から共有すべし

規定・計画への盛り込み
異動でも仕組みを継続詳細な制度設計はこの段階

手続的な瑕疵はないか？
関係者に周知されているか？ 問題や不備が必ず発生

問題に対して素早く
改善策を講じることがカギデータ＋現場の声を元に

副作用に注意 明確な意思で
継続・改善・廃止を判断

困難な調整も論理で突破

ミニPDCAを高速回転

成否を左右する
プロセス
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あらゆる基本はPDCA

現状

ある
べき
将来

結果
Do

ミニ
PDCAで
修正

Check

Check

Plan：あるべき将来（目標）を定め、現状（課題）を分析し、
道筋（政策・手法・期日）を明確にする。

Do：Planを忠実に実行する。しかし、見込み違いが必ず発生
する。ミニPDCAで常に修正する。

Check：PlanとDoの「差」を測り、
その原因を明確にする。

Action：Checkで明らかにした原因について、改善策を講じ、次の
Planに反映する。改善策でどうにもならない場合、Planを改廃する。
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本日の話をより深く理解したい方へ

信州はエネルギーシフトする
環境先進国・ドイツをめざす長野県

田中信一郎 築地書館
本日の講演内容をより詳しく知
りたい方は、本書をどうぞ。

ドイツのコンパクトシティは
なぜ成功するのか

村上敦 学芸出版社
まちづくり・都市計画は、様々な
分野に影響しています。

エコハウスは
なぜ儲かるのか？

今泉太爾著 いしずえ
エコハウスは、住人、工務店、地
域、環境すべてにメリット。

日本のSDGs

高橋真樹 大月書店
SDGsの功罪を指摘する一方、各
地の好事例を紹介しています。
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